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【経済産業委員会】 

○情報処理の促進に関する法律及び特別会計に関する法律の一部を改正する

法律案（内閣提出第11号）要旨 

 本案は、人工知能関連技術等による情報処理の高度化を推進するための環境

の整備を図るため、経済産業大臣の指定を受けた半導体（以下「指定高速情報

処理用半導体」という。）の生産を安定的に行うために必要な取組及び高度な

情報処理の性能を有する設備の導入に対する支援措置を講ずるとともに、これ

らの支援措置を含む先端的な半導体の安定的な生産の確保等の施策に係る措置

に必要な財源を確保するための措置等を講ずるものであり、その主な内容は次

のとおりである。 

一 情報処理の促進に関する法律の一部改正 

 １ 指定高速情報処理用半導体の生産を安定的に行うために必要な取組につ

いて、その実施に必要な資金の出資や施設・設備の現物出資、必要な資金

の借入れに関する債務の保証等の支援措置を講ずること。また、これらの

支援措置の対象となる者は、公募により選定し、これらの支援措置に関す

る業務は独立行政法人情報処理推進機構（以下「機構」という。）が行う

ものとすること。 

 ２ 機構の業務に、情報処理サービス業を営む会社が大量の情報につき高速

度での処理を行うことができる性能を有する設備の導入を行うために必要

な資金に関する債務を保証することを追加すること。 

 ３ 機構の業務に、情報処理に関する業務を行うために必要な専門の知識及

び技能を有する者を養成し、及びその資質の向上を図ることを追加するこ

と。 

 ４ 政府は、令和７年度から令和12年度まで、先端的な半導体の安定的な生

産の確保等の施策に関する措置に必要な財源について、エネルギー対策特

別会計の負担において、公債を発行することができるものとし、その償還

等に必要な財源に充てるため、財政投融資特別会計の投資勘定から、エネ

ルギー対策特別会計において二の１で創設する勘定へ繰り入れることがで

きるものとすること。 

二 特別会計に関する法律の一部改正 

 １ エネルギー対策特別会計に、先端半導体・人工知能関連技術対策を追加

し、先端半導体・人工知能関連技術勘定を創設した上で、機構に対する出

資金等の歳入歳出項目を規定すること。 
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 ２ 先端半導体・人工知能関連技術対策に必要な財源に充てるため、エネル

ギー需給勘定及び一般会計から先端半導体・人工知能関連技術勘定へ繰り

入れることができるものとすること。 

三 施行期日 

  この法律は、一部の規定を除き、公布の日から起算して３月を超えない範

囲内において政令で定める日から施行すること。 

（附帯決議） 

 政府は、本法施行に当たり、次の諸点について十分配慮すべきである。 

一 指定高速情報処理用半導体に関する支援対象事業者の選定については、我

が国が次世代半導体の生産において競争力を有することができるよう、諸外

国における次世代半導体の研究開発や量産に向けた取組等の動向を注視しつ

つ、関係者や有識者等の意見も踏まえ、適時適切に行うこと。 

二 選定事業者への支援に当たっては、その効果が支援を受けた事業者及び関

係者に留まらず、我が国の経済安全保障の観点からも重要となる半導体産業

の発展及び半導体サプライチェーンの再構築並びに国民の生活の向上に資す

るものとなるよう留意すること。 

三 選定事業者による資金確保や顧客開拓等に対し協力を行うなど、選定事業

者と連携して実施計画の着実な実施に努めるとともに、指定高速情報処理用

半導体の生産に必要不可欠な製造装置や部素材等の安定的な確保に万全を期

すこと。 

四 独立行政法人情報処理推進機構による選定事業者に対する出資に当たって

は、民間との出資のバランスを考慮するなど、選定事業者の自立性確保に十

分留意すること。 

五 出資の対価として取得する株式については、経営判断の迅速性等にも配慮

しつつ、適切なガバナンスが発揮されるような設計とし、重要な経営事項に

対して拒否権を有するいわゆる黄金株を保有することも含めて、検討するこ

と。加えて、民間からの資金調達を促進していきつつ、公的資金の回収を図

る観点も踏まえ、適正なリターンが確保されるような設計とするように検討

すること。 

六 選定事業者に対する出資等の支援が多額の国費を用いるものであることに

鑑み、選定事業者による実施計画の概要を公表するとともに、実施計画の実

施状況、選定事業者による半導体の設計を行うために必要なデータセットの

開発及び顧客への提供状況や選定事業者と半導体設計事業者等との提携状況
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など事業の進捗状況について、政府において責任を持って把握・検証を行い、

入手する経営情報に関してはその機密の確保に万全を期し事業者の競争上の

地位の毀損がないように配慮しつつ、上場までの間、選定事業者に対する追

加支援に必要な予算案の審議に向けて、国会に報告するとともに、公表する

こと。特に、量産開始までの間は、３月に一回を目処に国会に報告すること。 

七 選定事業者による指定高速情報処理用半導体の量産化に対する支援（以下

「量産準備支援」という。）は、民間主体で行うことを旨とし、政府は今後

の次世代半導体を取り巻く環境等の変化を十分踏まえ、必要に応じて選定事

業者に対し実施計画の変更の指示など、同計画について不断の見直しを行う

こと。 

八 さらなる量産準備支援の判断については、選定事業者の次世代半導体の試

作や量産の状況、選定事業者の民間からの追加投資状況及び販路開拓状況を

踏まえること。また、選定事業者による売上げ見込みと、生産・販売・管理

コスト等の見積もりから計算される利益によって、これまでと今後の投資、

融資などが現実的な期間で回収できないなど事業性が見込めないと判断した

場合においては、支援を見直すこと。なお、量産準備支援を行う場合には、

選定事業者に対して、財務状況等の国民への情報開示を行うよう指導するこ

と。 

九 「ＡＩ・半導体産業基盤強化フレーム」に基づく歳出については、政策効

果や必要性を十分見極めた上で、国会での審議や産業構造審議会等での議論

を踏まえつつ必要に応じて見直しを行うとともに、毎年、「ＡＩ・半導体産

業基盤強化フレーム」に係る予算の執行状況について情報を整理して公表す

ること。 

十 選定事業者に対する国からの支援が巨額に及ぶことを踏まえ、支援のプロ

セスや資金の流れ等について、高い透明性を確保するとともに、公平かつ公

正な運用を徹底すること。また、選定事業者役員等の既存個人株主が将来株

式を売却した際に生じる利益について、国費の投入が株式価値の上昇に寄与

した点も念頭に、小池淳義参考人から、個人としては寄附や人材育成活動に

使っていきたいとの発言があったことも参考に、引き続き、国費の投入につ

いて国民の納得が得られるように努めること。 

十一 エネルギー対策特別会計に新設する先端半導体・人工知能関連技術勘定

における公債「先端半導体・人工知能関連技術債」の発行に当たっては、将

来にわたって国民負担が伴わないよう厳重に対処すること。特に、その償還
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においても、財政投融資特別会計の投資勘定の財政状況に十分留意すること。 

十二 我が国の半導体産業が長期にわたり低迷している現状及び、政府におけ

るこれまでの半導体政策についての十分な検証・評価の結果を踏まえ、今後

の中長期的な内外の情勢変化やＡＩ・半導体に係る技術革新の進展等の動向

に対応し、我が国半導体産業の復活に向けて、今後のＡＩ・半導体政策の在

り方について更なる検討を進めること。 

十三 国内におけるデジタル需要の拡大に最大限努めるとともに、国内で製造

される半導体の供給において、そのマッチングが図られるよう必要な施策を

行うこと。 

十四 デジタル人材及び特に不足が指摘されているＡＩ・半導体人材の育成や

確保については、関係省庁・関係機関、高校・高等専門学校・大学等が連携

し、着実に取組を実施すること。また、人材や技術の海外流出防止及び高度

人材の獲得について、実効性ある施策を講じること。 

十五 次世代半導体の量産化等の事業の推進及び関連産業の集積を進めるに当

たり、円滑な事業経営環境を整え、内外より高度なＩＴ人材の確保をするた

めの施策を行うことが必要であることに鑑み、関係省庁間の連携及び地方公

共団体との連携の下、工業用水の確保、下水道及び道路等の必要なインフラ

の整備や、インターナショナルスクール等の設置及び周辺の学校や医療機関

等、居住環境や生活環境の整備等の取組が着実に進むよう必要な措置を講ず

ること。 

 

○脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律及び資源の有効

な利用の促進に関する法律の一部を改正する法律案（内閣提出第28号）要

旨 

 本案は、脱炭素成長型の経済構造への円滑な移行を推進するため、成長志向

型カーボンプライシング制度の具体化、2050年カーボンニュートラルの実現と

経済成長の両立（ＧＸ）を推進する柱の一つとなる循環経済（サーキュラーエ

コノミー）の実現に向けた制度の整備等の措置を講ずるものであり、その主な

内容は次のとおりである。 

一 脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律の一部改正 

 １ 令和８年度から、二酸化炭素の直接排出量が一定量以上の事業者に対し、

二酸化炭素の年度平均排出量等の経済産業大臣への届出を義務付けること。 

 ２ １の事業者に対し、経済産業大臣が排出枠を無償で割り当てるとともに、
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当該排出枠の割当てに係る年度の翌年度に排出量実績の報告及び実績と等

量の排出枠の保有を義務付けること。 

 ３ 割り当てられた排出枠について、事業者間の取引を可能とする制度を整

備するとともに、上下限価格の設定等取引価格の安定化のために必要な措

置を講ずること。 

 ４ 令和10年度から徴収を開始する化石燃料賦課金の執行のために必要な納

付期限・滞納処分・国内で使用しない燃料への減免等の技術的事項を整備

すること。 

 ５ 脱炭素成長型経済構造移行債の発行収入により、戦略分野国内生産促進

税制のうち、ＧＸ分野の物資に係る税額控除に伴う一般会計の減収を補塡

することができるものとすること。 

二 資源の有効な利用の促進に関する法律の一部改正 

 １ 脱炭素化の促進のため、再生資源の利用義務を課す製品を指定し、生産

量等が一定規模以上の製造事業者等に対し、当該製品における再生資源の

利用に関する計画の提出及び定期報告を義務付けること。 

 ２ 資源有効利用・脱炭素化の促進の観点から、特に優れた環境配慮設計

（解体・分別しやすい設計、長寿命化につながる設計等）の認定制度を創

設すること。 

 ３ 事業者による回収・再資源化が義務付けられている製品について、高い

回収目標等を掲げて認定を受けた事業者に対し、廃棄物処理法の特例措置

（適正処理の遵守を前提として業許可不要）を講ずること。 

 ４ シェアリング等のサーキュラーエコノミーコマース事業者の類型を新た

に位置付け、当該事業者に対し、資源の有効利用等の観点から満たすべき

基準を設定すること。 

三 施行期日 

  この法律は、一部の規定を除き、令和８年４月１日から施行すること。 

（附帯決議） 

政府は、本法施行に当たり、次の諸点について十分配慮すべきである。 

一 我が国が国際的に約束した2050年カーボンニュートラル等の実現に向けて

は、産業部門・運輸部門をはじめとする社会全体において、本法で措置する

排出量取引制度等の幅広い取組が進むよう、実効的な施策を総動員すること。

その実施に当たっては、エネルギーの移行をはじめとする産業構造の転換に

伴う経済・社会・雇用への負のインパクトを最小化するため、地域社会をは
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じめ産業界、労働界等関係当事者と積極的な社会対話を行い、広く意見を聴

取し、その意見を十分に尊重するとともに、中小事業者や雇用への影響に配

慮しつつ、公正な移行を実現するための取組を進めること。とりわけ中小事

業者の雇用に対しては、政府による強力な目配りと中小事業者に対する移行

支援を行うこと。 

二 成長志向型カーボンプライシングの実施に当たっては、制度の安定的な運

営と確実な財源の確保を通じて、民間事業者の予見性を高めることに注力し、

民間事業者による脱炭素成長型経済構造への円滑な移行に資する投資が確実

に推進されるよう、最大限取り組むこと。その際には、これまでの実施状況

を確認し、技術の進捗等を考慮した中で、定期的に費用対効果等の評価分析

を行い、必要に応じてその対象範囲等について、柔軟な見直しを行うこと。 

三 脱炭素社会への移行に係る必要なコストは、広く社会全体で公平・公正に

負担することを前提に、石油石炭税や地球温暖化対策税等の税制、再生可能

エネルギー発電促進賦課金その他関連する制度全体の適正化による負担の抑

制に努めつつ、円滑かつ適正な価格転嫁等を通じて、特定の事業者に負担が

偏重することのないよう配慮し、国民全体にその理解が広がるよう積極的に

取組を進めること。 

四 脱炭素社会への移行に係るコスト負担に対する国民の理解の醸成に向けて

は、脱炭素に資する製品やサービスが広く受け入れられる市場を創造する観

点から、公共調達に加え、様々な層に対する消費者教育の実施、カーボン

ニュートラルに対応した製品であることが消費者に分かりやすく伝わるよう

な表示や仕組みの構築、原燃料の転換、ヒートポンプ技術など省エネルギー

に資する商品や熱効率が高い設備の導入を促すための措置の検討等に率先し

て取り組むこと。 

五 排出量取引制度の実施に当たっては、脱炭素成長型投資事業者が、取引上

優位な立場を利用し、取引関係にある事業者に対して不当な負担を押し付け

ることがないよう、政府が責任を持って対応すること。とりわけ中小事業者

に対する負担の不当な押し付けが行われていないか、公正取引委員会及び中

小企業庁において厳格に確認するとともに、こうした行為が存在する場合に

は厳正に対応すること。 

六 電力等のエネルギーの脱炭素化に当たっては、社会全体の電化やデジタル

化の進展等の中で見込まれる電力需要の増加に対し、安定した供給力を確保

するとともに、地域住民の理解と中長期的な国民負担の抑制を前提に、再生
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可能エネルギー等の脱炭素電源を最大限活用していくことや、省エネの普及

拡大、蓄電システムの導入拡大等に取り組むこと。その際には、物価上昇等

による影響に配慮しつつ、需要家に安定した価格水準で電力等のエネルギー

を供給できる環境の整備に努めること。 

七 脱炭素成長型投資事業者排出枠の割当ての実施に関する指針を定めるに当

たっては、各国の動向や、国内における代替技術の有無、カーボンリーケー

ジの可能性等も踏まえ、足下の地域の産業基盤や雇用への悪影響がないよう

配慮しつつ、日本企業による脱炭素分野での競争力の維持・強化及び国内に

おける脱炭素技術の開発や実装が着実に進み、我が国の継続的な成長につな

がる制度とするため、適切な水準となるよう、手続の透明性、公平性、公正

性を確保するとともに、学識経験者や有識者、産業界、労働界等から広く意

見を聴きつつ、丁寧に検討を進めること。 

八 排出枠取引市場の取引価格が、実需を伴わない投機的取引によって経済実

態から著しく乖離することがないよう、その動向を注意深く監視するととも

に、取引価格の水準が、我が国の産業や国民生活、脱炭素成長型経済構造へ

の円滑な移行に資する投資活動に悪影響を及ぼすと認められる場合には、こ

れを是正するために機動的かつ的確に対応すること。 

九 地方自治体が実施している排出量取引制度や既存のエネルギー関係諸税等

との関係を適切に整理し、事業者の事務負担の軽減を図るとともに、その運

用に際して実務上の問題が生じないよう、現場レベルの視点から制度の予見

性と実効性の確保に努めること。加えて、エネルギー価格が高騰する状況下

においては、過度な国民負担を抑制するため、必要に応じて制度の見直しを

行うこと。 

十 脱炭素成長型投資事業者排出枠の割当量については、全体として、パリ協

定の1.5度目標及び国が決定する貢献における温室効果ガス排出量の削減目

標の達成に貢献しているか検証し、その結果を公表すること。また、当該検

証の結果を踏まえて、必要があると認めるときは、所要の措置を講ずること。 

十一 排出量取引制度におけるカーボンクレジットについては、中小事業者等

の排出削減を促す効果を勘案するとともに、過度な流入による価格の不安定

化や脱炭素成長型投資事業者の排出削減意欲の低下等を招かぬよう留意しつ

つ、適切に利用されるよう、必要に応じて適宜見直しを行うこと。また、対

象となるカーボンクレジットの選定については、国際的に必要とされる環境

十全性及び持続可能な開発への貢献が確保されたものとすること。 
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十二 脱炭素成長型投資事業者排出枠及び化石燃料賦課金について、脱炭素成

長型経済構造への移行の状況、事業活動に伴う二酸化炭素の排出量の削減の

状況その他の制度の実施を定期的に評価すること。その際、脱炭素成長型投

資事業者に留まらない幅広い事業者、労働者、気候変動や環境経済学等に関

する学識経験者、将来世代及び市民団体の意見を聴取するほか、当該評価の

結果を公表し、透明性を確保すること。また、その結果を踏まえて、必要が

あると認めるときは、所要の措置を講ずること。 

十三 廃プラスチックの化学的な分解や再合成、使用済み太陽光パネルやリチ

ウムイオン電池等の高品質かつ安全性の高い再利用、レアメタル等の効率的

な回収等の資源循環社会の推進に資する高度なリサイクル技術の国内におけ

る研究を推進し、一日も早い社会実装に向けて、最大限取り組むこと。 

十四 再生資源の利用義務化に当たっては、企業活動の実態に十分配慮しつつ、

適切な制度設計を行うとともに、日本企業の競争力の維持・強化につながる

仕組みとすること。 

 

○円滑な事業再生を図るための事業者の金融機関等に対する債務の調整の手

続等に関する法律案（内閣提出第33号）要旨 

 本案は、経済的に窮境に陥るおそれのある事業者の早期での事業再生の円滑

化を図るため、当該事業者の申出により、経済産業大臣の指定を受けた公正な

第三者の関与の下で、金融機関等である債権者（以下「対象債権者」という。）

の一定割合以上の多数決とその決議に対する裁判所の認可により、当該事業者

がその債務に係る権利関係の調整を行うことができる手続等を整備するもので

あり、その主な内容は次のとおりである。 

一 指定確認調査機関の確認 

  経済的に窮境に陥るおそれのある事業者は、その事業再生を図るため、対

象債権者集会における権利変更議案の決議（以下「権利変更決議」という。）

により当該事業者に対して貸付債権等を有する金融機関等の権利を変更しよ

うとするときは、当該権利の変更について、申請書に当該権利の変更に関す

る概要を記載した書面及び当該貸付債権等の一覧表を添付して、これらを対

象債権者集会関連業務を行う者として経済産業大臣の指定を受けた者（指定

確認調査機関）に提出し、その申請が一定の要件に該当する旨の確認を受け

なければならないものとすること。 

二 対象債権者集会及び権利変更決議の認可 
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 １ 対象債権者集会は、対象債権者の権利（対象債権者が担保権の行使に

よって弁済を受けることができる対象債権の部分に係る権利を除く。）の

変更に関する議案（以下「権利変更議案」という。）について決議をする

ことができるものとすること。 

 ２ 対象債権者集会において権利変更議案を可決するには、議決権者（議決

権を行使することができる対象債権者をいう。以下同じ。）の議決権の総

額の４分の３以上の議決権を有する者の同意がなければならないものとす

ること。 

 ３ 権利変更決議があったとき（権利変更議案につき、議決権者の全ての同

意を得たときを除く。）は、一の確認を受けた事業者は、遅滞なく、裁判

所に対し、当該権利変更決議の認可の申立てをしなければならないものと

すること。また、裁判所は、一定の事項に該当する場合を除き、当該権利

変更決議の認可を決定するものとすること。 

三 施行期日 

  この法律は、一部の規定を除き、公布の日から起算して１年６月を超えな

い範囲内において政令で定める日から施行すること。 

（修正要旨） 

一 目的規定に、我が国の経済社会の活力の向上及び持続的発展を図るために

は、経済的に窮境に陥るおそれのある事業者が「その事業の価値の毀損並び

に技術及び人材の散逸の回避を図った上で」経営資源を有効に活用してその

事業活動を活性化できるようにすることが重要である旨を明記すること。 

二 早期事業再生計画の記載事項のうち「確認事業者が早期での事業再生を図

るため実施しようとする今後の事業活動に関する事項」について、「当該確

認事業者に係る従業員の当該事業活動への協力並びに当該確認事業者に係る

技術及び人材の散逸の回避の見込みに関する事項として経済産業省令で定め

るもの」を含むことを明記すること。 

（附帯決議） 

政府は、本法施行に当たり、次の諸点について十分配慮すべきである。 

一 本制度において、特に技術や人材の散逸を回避することや、従業員の協力

の下で円滑に早期事業再生計画が実施されることが重要であることに鑑み、

対象債権者や確認事業者の労使等となり得る関係者に対し、本制度の位置付

け等について適切な情報提供を行うこと。 

二 早期事業再生に向け、確認事業者が会社分割や事業譲渡等によってその従
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業員の雇用や労働条件の変更等を実施する可能性がある場合は、過半数労働

組合等との協議を通じてその理解と協力を得るよう促すとともに、早期事業

再生計画にそれら協議の状況を明記することとし、指定確認調査機関による

調査の対象とするとともに、上記の趣旨を踏まえ、確認事業者が労働組合と

の協議のために情報提供を行う場合には、手続開始の公告をせず権利変更の

対象を金融債務に限定することで事業価値の毀損の回避を図るという本制度

の趣旨に鑑み、情報の秘密保持が適切になされるための必要な措置を、指定

確認調査機関がその業務規程において定める事項とすること。 

三 権利変更決議については、早期事業再生計画に基づく雇用や労働条件の変

更等のほか確認事業者とその労働組合による労働協約等の変更等に法的な効

力を及ぼすものでないことを明確にし、濫用的な取扱いがなされないよう必

要な措置を講ずるとともに、認可後においても早期事業再生計画に基づく確

認事業者の取組が従業員の協力の下で円滑に行われているかどうか等に留意

し、必要に応じて適切に対応すること。 

四 指定確認調査機関の指定をする際には、対象債権者の権利変更手続全体の

円滑な実施、早期事業再生計画の適確な調査、確認調査員の適正な選任等を

実施するために十分な能力を有しているかどうか、特に確認をすること。 

五 確認調査員の選任については、そのプロセスの透明性を高めるとともに、

多数決により金融債務の権利変更を行うことが可能になることを踏まえ、そ

の選任要件は事業再生ＡＤＲにおける手続実施者に比較して、より厳格に定

めること。また、確認調査員の見識を高め経験値を共有できるようにするた

め、研修の機会等の充実を図ること。 

六 中小企業の事業再生支援については、物価高や人手不足等の厳しい経営環

境の中でその必要性が高まっていることを踏まえ、中小企業活性化協議会や

中小企業の事業再生等に関するガイドライン等を活用した既存の支援に当た

り、関係機関の緊密な連携の下で事業者に寄り添った支援を一層充実させる

こと。 

七 本法の手続開始の要件が民事再生法等から緩和されていることを踏まえ、

債務調整の必要性がない事業者が本制度を濫用することで債権者の利益が不

当に害されることがないよう、指定確認調査機関が本制度の利用要件を確認

する際に濫用を図る事業者を適切に排除するための運用における留意すべき

点を整理し、広く周知・広報を行うこと。 
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○下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の一部を改正する法律

案（内閣提出第48号）要旨 

 本案は、中小企業の取引の適正化を図るため、下請事業者その他の用語を中

小受託事業者等に改めるとともに、従業員数の大小による規制対象となる事業

者の範囲の拡大、製造等の目的物の運送委託の規制対象取引への追加、協議を

適切に行わない代金額の決定の禁止、手形による代金支払の禁止等を行うほか、

振興事業計画における支援対象への運送委託に係る事業者の追加等を行うもの

であり、その主な内容は次のとおりである。 

一 下請代金支払遅延等防止法の一部改正 

 １ 題名を「製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等

の防止に関する法律」に改めること。 

 ２ 「親事業者」を「委託事業者」、「下請事業者」を「中小受託事業者」

に改めるとともに、委託事業者及び中小受託事業者について常時使用する

従業員の数の大小による基準を追加すること。 

 ３ 規制の対象となる取引として、特定運送委託（製造の目的物等の運送の

委託）を製造委託等に追加すること。 

 ４ 委託事業者が中小受託事業者に対し製造委託等をした場合に禁止される

行為として、代金の額に関する協議に応じず、又は当該協議において必要

な説明若しくは情報の提供をせず、一方的に代金の額を決定すること、代

金の支払について手形を交付すること等を追加すること。 

二 下請中小企業振興法の一部改正 

 １ 題名を「受託中小企業振興法」に改めること。 

 ２ 委託事業者及び中小受託事業者について、法人同士にあっても常時使用

する従業員の数の大小による基準を追加すること。 

 ３ 対象取引として、製造、販売等の目的物の引渡しに必要な運送委託を追

加すること。 

 ４ 振興事業計画の承認対象を委託事業者及びその一若しくは二以上の中小

受託事業者（当該中小受託事業者から受託取引として製造委託等（二以上

の段階にわたる製造委託等を含む。）を受けた者を含む。）等とすること。 

三 施行期日 

  この法律は、一部の規定を除き、公布の日から起算して１年を超えない範

囲内において政令で定める日から施行すること。 

（修正要旨） 
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 この法律の施行期日を「公布の日から起算して１年を超えない範囲内におい

て政令で定める日」から「令和８年１月１日」に改めること。 

（附帯決議） 

 政府は、本法施行に当たり、次の諸点について十分配慮すべきである。 

一 困っている中小企業を支え、そして、どんな問題も中小企業の立場で考え

ていくとの中小企業憲章の理念を踏まえ、我が国の経済活力の源泉である中

小企業が、その力を最大限発揮できるよう、労務費や原材料費、エネルギー

コストの価格転嫁を更に推進するため、必要な措置を検討すること。 

二 取引の適正化による価格転嫁から賃上げにつながる好循環が継続する社会

の実現に、国民全体の理解の醸成が図られるよう、取組を進めること。 

三 協議を適切に行わない代金額の決定等の禁止について、その違反に対して

迅速かつ的確に対処するために必要な措置を講ずること。特に、該当する違

反行為については、具体的な基準を示すこと。さらに、委託事業者と中小受

託事業者の代金に係る協議が形骸化することのないよう、必要な措置につい

ても併せて検討すること。 

四 本法において、適用基準として従業員数の基準を追加したが、今後も適用

対象の見直しを検討し、本法の効果を高めるよう努めること。 

五 本法施行後に、新たな手段による適用逃れなどの事例が起こらぬよう、中

小事業者や中小企業団体などとの情報共有や連携強化に更に努めること。ま

た、適用逃れと見られる事例が発生した場合には、速やかに対策を講ずるこ

と。 

六 本法に基づく検査等が実効的に行われ、あまねく全国において適正な取引

の確保が図られるよう、公正取引委員会の体制の抜本的な強化を図ること。

また、本法施行後３年を目途に、執行体制について、人員の増員や更なる関

係省庁間の連携の強化を含めた必要な見直しに努めること。 

七 本法をはじめとする価格転嫁等の取引適正化推進に関する諸施策や「下請」

等の用語の見直しについて、委託事業者及び中小受託事業者に対する一層の

広報等の充実に努め、周知徹底を図ること。 

八 労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針は、価格転嫁の促進に

効果が認められているものの、その認知度は低い状況であることから、政府

を挙げて周知徹底を図ること。 

九 中小受託事業者まで適正な労務費を確保する等の観点から、本法の施行と

並行して、各業界における理解の醸成に努めるとともに、現時点で21業種に
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限られている「下請適正取引等推進のためのガイドライン」の策定を幅広い

業種に拡大するよう努めること。各省庁にあっては、所管する業界について

ガイドラインの策定を進めること。あわせて、既に策定されているガイドラ

インにおいても、本法の趣旨が反映されているかどうかを点検し、適宜更新

をすること。 

十 サプライチェーン全体で価格転嫁等の取引適正化を推進するため、本法の

対象とならない取引における優越的地位の濫用行為に対しても、引き続き独

占禁止法に基づき、厳正に対処すること。 

十一 中小企業・小規模事業者が個々では解決できない課題に対応するため、

全国中小企業団体中央会を通じた中小企業組合の設立指導や運営指導に取り

組むこと。また、中小企業組合が主体となって、事業者と交渉を行うことで

価格交渉力を強化できる団体協約の活用について周知を図ること。 

 

○外国為替及び外国貿易法第10条第２項の規定に基づき、北朝鮮を仕向地と

する貨物の輸出及び北朝鮮を原産地又は船積地域とする貨物の輸入につき

承認義務を課する等の措置を講じたことについて承認を求めるの件（内閣

提出、承認第３号）要旨 

 本件は、外国為替及び外国貿易法第10条第１項の規定により閣議決定された

「外国為替及び外国貿易法に基づく北朝鮮に係る対応措置について」（令和７

年４月８日閣議決定）に基づき、令和７年４月14日から令和９年４月13日まで

の間、同法第48条第３項の規定による北朝鮮を仕向地とする全ての貨物の輸出

について経済産業大臣の承認を受ける義務を課する措置、同法第52条の規定に

よる北朝鮮を原産地又は船積地域とする全ての貨物の輸入について経済産業大

臣の承認を受ける義務を課する措置及び同法第25条第６項の規定による北朝鮮

と第三国の間の貨物の移動を伴う貨物の売買、貸借又は贈与に関する取引（仲

介貿易取引）を行うことについて経済産業大臣の許可を受ける義務を課する措

置を講じたことについて、同法第10条第２項の規定に基づいて国会の承認を求

めるものである。 

 

 

  


